
　　　　　　戸田市下水道ビジョン　事業評価シート　令和５年度事業評価

指標 数値目標

　　個別評価
A:計画通り実施
B:遅れ・一部実施
C:未実施

施策
評価

コメント【実施内容・今後について】 担当名

１ 健全かつ持続的な経営の確立

（1）【新規】経営計画の着実な実行 ① 計画の点検（チェック） 経営計画のチェック １回/１年 Ａ 次年度予算作成時に経営計画との整合性をチェックしている。引き続き経営計画とのチェックを継続していく。 財務担当

② 計画の策定 経営計画の見直し 必要に応じて見直し Ａ 経営計画8年目。令和5年度は見直し事項は無いが、事業の進捗状況等に応じて見直しを検討していく。 財務担当

企業債残高（将来予測ピーク値）(令和4年
度から数値目標変更)

１３３億円以下 Ａ 令和5年度決算企業債残高約110億円。今後、浸水対策工事等の事業拡大により、増加が見込まれる。 財務担当

収益の評価（経常収支）（毎年値） 黒字確保する Ａ 黒字を確保している（経常利益：約3,000万円）。引き続き黒字確保を継続していく。 財務担当

運転資金 不足が発生しない Ａ 運転資金について不足の発生はなかった。引き続き資金不足が発生しないよう資金繰りについて注視していく。 財務担当

内部留保資金 １８億円 Ｂ 近年における節水機器等の導入による下水道使用量の減少並びに建設改良費の増加に伴う特定収入仮払消費税の支出増加によ
る純利益の減少が考えられる。引き続き収益的収支について注視していく。(令和5年度末：約11億5,000万円）

財務担当

（2） ① 経営状況の公表 経営状況の公表 １回/１年 Ａ Ａ 決算書及び経営比較分析表にて公表している。引き続き公表を継続していく。 財務担当

◎ （3） ①
アセットマネジメントシステムの導入を検
討する

構築する Ａ Ａ 平成２７年度構築済。 維持担当

◎ （4） ① 下水道使用料の検討 １回/５年 Ａ Ａ 経費回収率は100％を超えている。引き続き下水道使用料収入について注視し、必要に応じて使用料改定を検討していく。 財務担当

（5） ① 審議会の開催（本ビジョンの進捗報告） 審議会の開催（本ビジョンの進捗報告） 継続する Ａ 令和5年度第1回審議会において、下水道ビジョン事業評価報告を実施した。 総務担当

②
審議会答申、助言の施策反映への検討、可
視化

１回/１年 Ａ 適正な水道料金の設定の協議の中で、維持管理負担金について検討を行った。 総務担当

（6）【継続】次期下水道事業計画の策定 ① 新たな事業計画の策定 新たな下水道事業計画の策定
平成３０年度までに策
定する Ａ Ａ 平成30年度に事業計画変更計画書を策定（施設の機能の維持に関する方針を追記） 維持担当

２ 老朽化や災害にも耐える強靭な施設の構築

（7） ① ストックマネジメント計画の策定
ストックマネジメント計画の策定・維持修
繕基準の策定

平成３０年度までに策
定する Ａ 平成29年度にストックマネジメント計画を作成

平成30年度に維持修繕基準（事業計画変更計画書）の策定
維持担当

② 改築対応 下戸田ポンプ場の改築実施率
平成３０年度までに１
００％ Ａ 平成30年度実施率(目標100%)

　　　　　　　 　(実績100%)
維持担当

（8）【新規】管路の維持管理・改築の実施 ① 新点検基準に基づく点検と補修 新点検基準に基づく点検と補修 実施する Ａ テレビカメラ調査を実施 維持担当

② 管路内調査
重要な管路等の管路内調査実施率
（特にリスク度の高い約１００km）

平成３７年度までに１
００％ Ａ 令和4年度末１００%完了 維持担当

ストックマネジメント計画の策定・維持修
繕基準の策定

平成３０年度までに策
定する Ａ 平成29年度にストックマネジメント計画を作成

平成30年度に維持修繕基準（事業計画変更計画書）の策定
維持担当

（9）【継続】ポンプ場建築施設の耐震化 ポンプ場耐震化実施率 建築のみ１００％ Ａ 平成22、24年度に耐震化改修（新曽ポンプ場、下戸田ポンプ場） 維持担当

耐震対策計画の策定（土木施設・機電設
備）

平成３０年度までに策
定する Ａ 平成30年度に総合地震対策計画を作成 維持担当

② 耐水化計画の策定 策定する Ａ Ａ 令和４年５月策定済 維持担当

③
耐水化計画の実施計画（短期：令和８年度
まで）に基づく工事

８０％ Ａ Ａ 令和６年度より工事実施予定 維持担当

◎ （10）【継続】耐震性のある管路の布設 新設時における管路の耐震化実施率 １００％ Ａ 新設管は耐震レベル１は確保している。 事業担当

【新規】未耐震管路の耐震化
耐震対策計画の策定（平成１０年度以前の
布設管）

平成３０年度までに策
定する Ａ 平成30年度に総合地震対策計画を作成 維持担当

耐震対策計画に基づくマンホールの耐震化
（令和4年度から新規設定）

令和７年度までに６３
基 Ａ Ａ 令和5年度は、マンホール耐震工事設計業務を実施 維持担当

３ 非常時の危機管理体制の確立

（11）【新規】事業継続計画（ＢＣＰ）の運用、 ① ＢＣＰの再検討 ＢＣＰの再検討 再検討する Ａ 施設浸水対策を含む内容に見直しを実施 維持担当

訓練の実践
②

行政職員、委託企業等を対象とした訓練計
画の実践

１回/１年 Ａ 埼玉県下水道災害対策実働訓練に参加 維持担当

（12） ① 内水ハザードマップの再検討 内水ハザードマップの再検討 再検討する Ａ 平成３０年度改定 維持担当

② 机上訓練計画（ＤＩＧ）の実践 机上訓練計画（ＤＩＧ）の実践 １回/１年 Ａ 市及び県の机上訓練に参加 維持担当

施策　※◎重点施策 実行メニュー

Ｂ

【継続】地方公営企業法を適用した開かれた
経営

【新規】人・モノ・カネの継続可能な一体管
理＝アセットマネジメントの確立

アセットマネジメントシステムの構築

【新規】ポンプ場土木施設・機電設備の耐震
化

【新規】下水道使用料の適正化に向けた検討 下水道使用料検討

【継続】上下水道事業経営審議会による経営
改善

Ａ
審議会答申、助言の施策反映への検討、可視
化

【継続】ポンプ場の維持管理・改築の実施 Ａ

Ａ

Ａ

① 耐震対策計画の策定 Ａ

【新規】耐水化の推進 耐水化計画の策定（令和4年度から新規設定）

耐水化の実施（令和4年度から新規設定）

① 耐震対策計画の策定

Ａ
訓練の実践

【継続】内水ハザードマップの活用、訓練の
実践 Ａ
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　　　　　　戸田市下水道ビジョン　事業評価シート　令和５年度事業評価

指標 数値目標

　　個別評価
A:計画通り実施
B:遅れ・一部実施
C:未実施

施策
評価

コメント【実施内容・今後について】 担当名施策　※◎重点施策 実行メニュー

４ 官民連携の推進

（13）

包括的民間委託の導入・運営

（14）【新規】包括的民間委託の拡充検討 ① 包括的民間委託の拡充検討 包括的民間委託の拡充を検討する 検討する Ａ Ａ 包括的民間委託の拡充に向け、国等の説明会に参加し、検討を行った。 維持担当

◎ （15）【新規】利用者サービスの拡充 ①
下水道使用料支払い方法の利便性向上に関
する検討

１回/１年以上 Ａ 利便性向上を図るため、令和４年度より導入したスマートフォン決済の利用件数が増加となった。 料金担当

②
下水道使用料支払い方法、接続等に関する
ＰＲ活動

１回/１年以上 Ａ 市ＨＰ、上下水道事業広報紙にて周知を図った。 料金担当

５ 汚水未整備地区の解消

◎ （16） ① 汚水整備の効率的な推進 下水道整備率
面整備の進捗に合わせ
て平成37年度までに１
００％達成へ

Ｂ Ｂ 令和5年度整備率 実績：96.15%、計画：97.32%。
土地区画整理事業及び街路事業の進捗により、汚水管渠の布設位置の確保が困難な状況であり、事業速度が鈍化している。

事業担当

（17） ①
戸田駅周辺の新曽地域の区画整理事業との
調整等

連携する Ａ Ａ 土地区画整理事業及び都市計画道路前谷馬場線整備事業の担当課と事業内容の情報共有を随時実施し、連携を図った。 事業担当

６ 雨に強いまちづくりの促進

◎ （18）【継続】雨水整備の効率的な推進 ① 雨水整備の効率的な推進
都市浸水対策達成率
（未整備区域のうち浸水箇所を優先）

平成３７年度までに７
３．１％　併せて早急
に対応すべき場所を優
先的に改良し、被害を
低減

Ｂ Ｂ
令和5年度達成率 実績：72.47%、計画：72.54%。
未整備区域のうち浸水箇所を優先に雨水整備を進めているが、比較的大断面となる雨水管渠の布設位置の確保が困難な状況に
ある。

事業担当

② 雨水貯留管の整備（令和4年度から新規設定）北大通り地下空間に雨水貯留管を設置 令和６年度末完成 Ｂ Ｂ
令和5年度はシールド工に着手したが、入札不落や資材・技術者不足などの社会情勢の変化により、令和6年度末の完成が困
難となり令和７年度末となる見込みのため、令和６年度以降の事業評価において、数値目標を令和７年度末完成に変更するこ
ととしたい。

事業担当

◎ （19）【新規】局地的集中豪雨等に

対する新たな雨水管理計画の策定

（20）【継続・新規】雨水貯留施設の ① 道路事業との連携による透水性舗装の整備 道路事業との連携による透水性舗装の整備 継続する Ａ 道路事業（区画整理事業）で実施 維持担当

設置促進と浸透施設の普及 ② 宅内雨水貯留施設の助成 宅内の貯留施設の助成 継続する Ａ 令和5年度は1件の助成を実施。引き続き継続していく。 財務担当

③ 宅地開発の雨水流出抑制の条例化 宅地開発の雨水流出抑制の条例化 条例化 Ａ 平成28年度条例化 維持担当

④ 公共施設の雨水流出抑制の推進 公共施設の雨水流出抑制の推進 抑制施設の設置 Ａ 公共施設（学校等）の更新等に伴う指導 維持担当

７ 市民への情報提供充実と下水道の理解促進

◎ （21）【継続】広報・広聴活動の拡充による ① 広報紙の発行 広報紙の発行 ２回/１年 Ａ 上下水道事業広報誌「みずのめぐみ」を２回発行した。 総務担当

情報提供充実 ② 新たな広報活動方法の検討 新たな広報活動方法の検討 １回/１年 Ａ 子供向け広報誌「とだの水道下水道」のデジタル版を公民館の講座で配布したり、図書館に配架するなどして、他課との連携を図って広
報活動を行った。

総務担当

③
荒川水循環センターのイベント等への積極
的な参加検討

１回/１年 Ａ 「下水道フェスタ」「消防防災フェア」「さくらパルまつり」へ参加し、出展した。 総務担当

（22）【新規】環境教育プログラムの実施 ①
プログラムの検討、教育委員会・学校への
提案

１回/１年以上 Ａ 消防防災フェアやさくらパルまつりで、体験型のイベントを企画し実施したことで、参加者に多くの気づきを与えられた。 総務担当

② 出前講座の実施 出前講座の実施 １回/１年 Ｃ 令和5年度は依頼が無く実施しなかったが、引き続き継続していく。 財務担当

（23）【新規】双方向コミュニケーションの活用 ①
双方向コミュニケーション方法の検討と実
践（令和4年度から表記を変更）

検討する
実践する Ａ Ａ

令和5年度は、災害等による情報発信を行うことは無かったが、災害時の情報発信については、危機管理防災課に随時状況報
告し、危機管理防災課から一元的に情報発信を行うことを確認。（令和3年度第2回経営審議会にて実行メニュー及び指標か
らtocoプリを削除することを報告済み）

総務担当

８ 付加価値を活かした健全な水環境の再生

（24） ① モニタリングの実施回数 １回/１年 Ａ 実施 維持担当

による分流式下水道並みの水質確保

②
モニタリングの結果に基づく分流式下水道
並みの水質確保
（雨天時放流水質）

確保する Ａ 水質を確保（BOD：40mg/L以下） 維持担当

（25）【継続・新規】流域下水道や河川管理者等 ① さくら川への下水処理再生水の放流
さくら川への荒川水循環センターの処理水
の放流

継続する Ａ 2160m3／日の放流量の実施 維持担当

との連携による、より良い水環境の創造 ② 関係機関との合同検討会 関係機関との合同検討会 １回/１年 Ａ 河川・下水道事業調整協議会の下部組織である担当者会議を令和５年12月に書面にて開催した。 事業担当

【新規】ポンプ場運転管理、窓口業務等の

① 包括的民間委託の導入 包括的民間委託を導入する
平成２８年度に導入す
る ＡＡ 平成28年度から「上下水道事業包括委託」を開始 維持担当

下水道使用料支払い方法の利便性向上に関す
る検討

Ａ
下水道使用料支払い方法、接続等に関するＰ
Ｒ活動

双方向コミュニケーションの活用検討と実践
（令和4年度から表記を変更）

【継続】効率的・経済的な管路等の整備の推
進

【継続】本市都市整備部門との連携による汚
水整備の促進

市都市整備部門との連携

① 新たな雨水管理計画の策定

Ａ

Ａ
荒川水循環センターのイベント等への積極的
な参加検討

プログラムの検討・教育委員会・学校への提
案

Ａ

平成３０年度までに策
定する Ａ Ａ 平成29年度策定済み 事業担当新たな雨水管理計画の策定

【継続】合流改善対策後の適切なモニタリング 下水道法施行令に基づくモニタリングの実施

Ａ
分流式下水道並みの水質確保（雨天時放流水
質）

Ａ


	R5評価シート

